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第５講 集計問題（Aggregation）

5.1 ミクロ経済とマクロ経済

ある個人需要を考える。

qi = aiyi + ci (1)

qi は個人 iの q財に対する需要、yi は iの所得、ai は限界消費性向。
n人の市場に拡張するにはどうすればよいか。

(1)マクロモデルをミクロモデルと同型と考える。

Q = aY + γ (2)

この Qは財の集計量、Y は所得の集計量である。
単純な集計方法としては、

Q = Σqi aY = ΣaiY γ = Σci (3)

ミクロの限界消費性向 ai の平均値を aとすれば

ā =
Σai
n
= a (4)

所得の集計量

Y = Σ
³ai
ā

´
yi (5)

となる。個人所得 yi を相対的限界消費性向 ai
ā で加重和したものとなる。
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A g g r e g a t i o n

N a t a f ' s  a g r e s s i o n  r e s u l t
m i c r o  r e l a t i o n s

X 1 1 ･ ･ ･ X 1 m ･ ･ ･ X 1 M f 1 y 1
･ ･ ･
･ ･ ･
･ ･ ･

X i 1 ･ ･ ･ X i m ･ ･ ･ X i M f i y i
･ ･ ･
･ ･ ･
･ ･ ･

X j 1 ･ ･ ･ X j m ･ ･ ･ X j M f j y j

a g g r e g a t i o n s ↓ ↓ ↓ ↓ a g g r e g a t i o n
X 1 ･ ･ ･ X 1 1 ･ ･ ･ X 1 1 f 1 y

m a c r o  r e l a t i o n

i n d i v i d u a l  i n p u t s m i c r o  p r o d u c t i o n  f u n c t i o n v e c t o r  o f  
i n d i v i d u a l  o u t p u t

a g g r e g a t i o n a g g r e g a t i o n

m a c r o  i n p u t m a c r o  p r o d u c t i o n i n d e x  o f  
v a r i a b l e s f u n c t i o n a g g r e g a t e  p r o d u c t i o n

A r r o w 's  a g g r e g a t i o n

o r d e r 1 A B C A
B n o  d e c i s i o n  i s  m a d e

2 B C A C
A

3 C A B

I I I I I I

ここで明らかなことは、Y = Σyi ではなく加重和になっていることから、消
費性向の高い人の所得ほど集計量に大きな影響を与える。
他の財になれば ai は変わり、集計量 Y も変わる。財の数だけ Y が計算でき

ることになる。
(2)ミクロモデルと集計量の一定の形を前提として整合的なマクロモデルの形

を求める。

Y = Σyi (6)

と財の需要とは独立に所得を定義する。このとき、集計需要関数がミクロの
需要関数と同型

Q = aY + γ (7)

で与えられるとすれば、a, γ はどのような形になるだろうか。
まず、個人所得と集計所得の関係を線形回帰方程式で定める。

yi = AiY + ci i = 1, 2, . . . , n

Y = ΣyiなのでΣAi = 1, Σci = 0

個人の需要関数を n人の消費者全体について集計すると

Σqi = Σai(AiY + ci) + Σci

Q = (ΣaiAi)Y + (Σci + Σaici) (8)

このときのマクロパラメータ (α,γ)とミクロパラメータ (ai, ci)との関係は、

a = ΣaiAi ただしΣAi = 1

γ = Σci + Σaici ただしΣci = 0 (9)
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マクロの限界消費性向はミクロの限界消費性向 ai の加重平均、マクロの切片
γ はミクロの切片の和 Σci にある偏りを加えたものとなる。
マクロの限界消費性向 αも時系列の動きによって変化するウェイトを持つ加

重平均。
マクロ需要関数のパラメータがミクロパラメータの平均値 ā = ΣaiÁnあるい

は Σci に対してどのような偏りがあるかを調べる。

cov(aiAi) =
1

n
Σ(ai − ā)(Ai − Ā)

=
1

n
Σ(ai − ā)(Ai − 1

n
)

( ∵ Ā = 1

n
ΣĀ =

1

n
)

=
1

n
ΣaiAi − 1

n
ā (10)

cov(aici) =
1

n
Σ(ai − ā)(ci − c̄)

=
1

n
Σ(ai − ā)ci

( ∵ c̄ = 1

n
Σci = 0)

=
1

n
Σaici (11)

マクロパラメータは

a = ΣaiAi = ā+ cov(aiAi)

γ = Σci + Σaici = Σci + ncov(aici)

マクロパラメータ a, γ はミクロパラメータの平均値 āと総和 Σci とそれぞれ
の共分散の大きさによって決まる。
所得の集計量を単純な集計方法 Y = Σyiで定めて,マクロ需要関数Q = aY +γ

を統計的に計算すると,パラメータ α, γ はミクロのパラメータに対して偏りを生
じる。
ミクロ需要関数を単純に集計すると、Y = ΣaiYiÁāとなり全体所得 Y が個々

の財の限界消費性向に依存する量として各財に対して相対的に決まってしまう。
最近のマクロ経済学で用いられる代表的個人モデル自体がおかしいのではな

く、想定している行動と使っているデータの間の不整合に問題がある。
具体的にどういうことか。

Max U =
TP
t=0

µ
1

1 + δ

¶t
E(u(cst )) (12)

s.t
TP
t=0

µ
1

1 + r

¶t
ct = At +

TP
t=0

µ
1

1 + r

¶t
yt (13)

一般的な１階条件（オイラー方程式）は

u0(ct) =
1 + r

1− t E(u
0(ct+1)) (14)
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ここで効用関数の定式化を行い (c)を計量的に推計することが一般的である。
CARA効用関数を変換すると、(c)式は、

c
− 1
σ

t = γc
− 1
σ

t + εt (15)

ここで γ = 1ならramdam walk、σはconstant elasticity。
ところがこの c消費支出に関しては、同一個人の消費ではなく、マクロの消費

支出が用いられることが一般である。
ところで、ミクロデータをクロスセクションで見ると、個人個人の消費行動

はかなり違っている。
ライフサイクルで年齢別に消費行動をプロットすると、

C/

45-50
年齢

このようになる。つまり、年齢別に消費量がかなり違っていることがわかる
し、限界的には 45-50才以降は消費量が低下する。このようなミクロのデータを
集計してマクロデータを作るということはどういうことか。
パネルデータの構造を考えてみよう。

年t t+1 t+28 t+29
1970 1971 ･･･ 1998 1999

個人／家計１ c1
t c1

t+1 c1
t+28 c1

t+29

個人／家計２ c2
t c2

t+1 c2
t+28 c2

t+29 時系列

個人／家計３

個人／家計n cn
t cn

t+1 cn
t+28 cn

t+29

クロスセクション集計

各家計の年齢差は

考慮しない

ところが家計は先に見たように、年齢階層別に行動パターンが違っている。パ
ネルデータの構造で見たように、個人／家計は横並びで同一時点に生まれたので
はない。
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⇒重複世代（overlapping generations）モデルを考える必要がある。
世代重複データ構造

年t t+1 ･･･ t+n t+n+1

世代／個人／家計１
0

世代／個人／家計２

世代／個人／家計３

・
・
・

クロスセクション集計

各家計の年齢差も反映

各個人家計は自分の life-cycle消費を最適化している。しかし、各世代の per-
manent incomeや社会保障その他の外生的制度が違う（ただし各世代はその情報
をもっているとしよう）。それをクロスセクションでたし合わせたものが、マク
ロ集計量になる。
このデータを用いて (17)のような式をテストしても、クロスセクション集計

での書く世代 (各年齢階層)の分布が変化するために生じるノイズが入り、モデル
が想定しているような異時点間の最適化をしていることにはならない。
最も簡単な２期間 OLGモデルを考える。t時点で世代 1の最適化。

Max U(C0t, C
0
t+1) = α logC 0t + (1− α) logC 0t+1 (16)

s.t. C0t +
1

1 + γ
C 0t+1 = yt (所得は若い世代のときだけある)

½
C0t = Ay

0
t

C0t+1 = By
0
tc

(17)

where A =金利、選好パラメータの関数

B = 同上

これを t+ 1時点でクロスセクション集計すると、マクロ消費は

Ct = C
1
t+1 + C

2
t+1

= By1t +Dy
2
t+1 (18)

となる。
また t時点のクロスセクション集計は

Ct = C
0
t + C

1
t (19)

= Xy0t−1 + Zy
1
t
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これを先ほどの (17)のマクロ最適化モデルに当てはめると

C
− 1
σ

t+1 = γC
− 1
σ

t + εt+1

(By1t = +Dy
2
t+1)

− 1
σ = γ(Xy0t−1 + Zy

0
t ) + εt+1 (20)

世代家計１の最適化であれば yt のみの関数になり OK。しかし実際には t+1
期の社会構成員と t期の社会構成員は世代１のみ共通するが、それ以外は違って
おり、マクロ最適化が成り立つ可能性は全くない。しかも各世代は最適化行動を
行っている。
ここでの問題は使っているデータの内訳を十分理解しテストしたい理論と

の整合性を保つようにできれば分布情報などを用いて調整しなければならないと
いうことである。
マクロ消費モデルでよくテストされるライフサイクル仮説では

Ct = α+ βWt + γAge+ · · ·

Wt ＝資産、Age＝ 65歳以上人口比率などを用いてマクロ推計されるが、こ
れは厳密な意味で個人のライフサイクル最適化行動から導かれたモデルとはまっ
た区別のものである。
ではどのような調整がなされるべきか。

(1) ミクロデータが使えるならそれを使う（これ以外の方式は何らかの形で問
題が残る)。

(2) 集計データを用いるのならば、データに修正を加えるか、モデルに修正を
加える。

⇓
具体的にどのような修正を行うべきか。これについては、Exact Aggregation

の理論として論じる。
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